
独立行政法人科学技術振興機構の平成１６年度に係る業務の実績に関する評価

①評価を通じて得られた法人の今後の課題

・各事業とも概ね中期計画の達成に向け、年度計画が達成・履行されているが、評価結果が芳しくない事業につい
ては、中期計画を達成すべく、次年度における改善に期待する。

・戦略的創造研究推進事業については、我が国の基礎研究の水準を高めるべく、引き続き事業運営の改善に努め
るとともに、事業の特徴を踏まえた研究成果の質の評価方法について検討することを期待する。

・日本科学未来館の運営について、独立行政法人国立科学博物館との連携の状況について、相互の活性化、相
乗効果を促進するための連携の在り方を議論している内容は適切である。

・科学技術振興調整費の審査・執行に関する業務については、文部科学省からの受託業務として実施しているが、
ＪＳＴにおいてはプログラムディレクター及びプログラムオフィサーを配置し、公募・審査、評価及び課題執行管理
業務を延滞なく遂行するなど適切な業務運営がされていると判断される。

・職員の給与水準が国家公務員の給与水準に比べてやや高くなっているが、今後ともその要因について十分に分
析、検証を行い、所要の措置を行なうべきである。

③特記事項（中期目標期間終了時の見直し作業、総務省からの指摘についての対応等）

②法人経営に関する意見

・新技術創出全体をみると基礎的研究は優れた成果を上げていると評価されるが、これに加えてより技術革新を指
向した分野にも活動を拡げることにより全体の研究開発が効果的に循環することを期待する。

・研究開発戦略センターは、ファンディングエージェンシーとして戦略的な体制が整備されつつあることは、評価でき
る。今後さらに、基礎研究のみならず企業化開発などの分野においても、戦略性の高い事業展開に活用されること
を期待する。

全体評価



独立行政法人科学技術振興機構の平成16年度に係る業務の実績に関する評価
項目別評価総表

項目名
中期目標期間中の
評価の経年変化※ 項目名

中期目標期間中の

評価の経年変化
※

15年度 16年度 15年度 16年度

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとる
べき措置

　４．科学技術に関する研究開発に係る交流・支援

　１．新技術の創出に資する研究 　　(1) 地域における産学官等が結集した共同研究事業等の推進 A A

　　(1) 戦略的な基礎研究の推進 A S 　　(2) 地域における研究開発促進のための拠点への支援の推進 A A

　　(2) 社会技術研究の推進 A A 　　(3) 戦略的な国際科学技術協力の推進 A A

　　(3) 対人地雷探知・除去技術の研究開発の推進 A A 　　(4) 国際シンポジウムの開催、外国人宿舎の運営等 A A

　　(4) 革新技術開発研究の推進　（平成16年度新規） A 　　(5) 異分野交流の推進 A A

　　(5) 先端計測分析技術・機器の研究開発の推進　（平成16年度新規） A 　　(6) 研究協力員の派遣を通じた研究支援 A A

　　(6) 研究開発戦略の立案 A S 　５．科学技術に関する知識の普及、国民の関心・理解の増進

　２．新技術の企業化開発 　　(1) 科学技術に関する学習の支援 A A

　　(1) 委託による企業化開発の推進 A A 　　(2) 地域における科学技術理解増進活動の推進 A A

　　(2) 研究成果の移転に向けた効率的な技術開発等の推進 A A 　　(3) 全国各地への科学技術情報の発信 A B

　　(3) 大学発ベンチャー創出の推進 A A 　　(4) 日本科学未来館の整備・運営 A S

　　(4) 技術移転の支援の推進 A A 　６．その他行政のために必要な業務

　　(5) 研究成果活用プラザを拠点とした事業の展開 A A 　　(1) 関係行政機関の委託等による事業の推進 A A

　３．科学技術情報の流通促進 Ⅱ．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

　　(1) 科学技術の研究開発等に関する情報の流通促進 　１．組織の編成及び運営 A A

　　　① 研究開発活動等のデータベース化 A B 　２．業務運営の効率化 A B

　　　② 研究情報のデータベース化 A A Ⅲ．予算、収支計画及び資金計画 A A

　　　③ 技術者の継続的能力開発のためのコンテンツ開発・提供
           及び失敗知識データベースの整備

A A Ⅳ．短期借入金の限度額

　　　④ バイオインフォマティクスの研究情報基盤整備の推進 A A Ⅴ．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとする時の計画

　　　○国内外の科学技術情報に関する提供システム等の整備、運用　他

A A

Ⅵ．剰余金の使途

　　　　　⑤ 国内外の科学技術情報に関する提供システム等の整備、運用 Ⅶ．その他主務省令で定める業務運営に関する事項

　　　　　⑥ 科学技術情報活動における国際協力、標準化 　１．施設及び設備に関する計画

　　　　　⑦ ITBL材料アプリケーションの開発 　２．人事に関する計画 A A

　　　　　⑧ 省際研究ネットワーク(IMnet)の運用　（平成15年度で終了） 　３．中期目標期間を超える債務負担

　　(2) 科学技術に関する文献情報の提供 B B

※当該中期目標期間の初年度から経年変化を記載。
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【参考資料１】予算、収支計画及び資金計画に対する実績の経年比較（過去５年分を記載） （単位：百万円）

区分 15年度 16年度 区分 15年度 16年度
収入 支出
　運営費交付金 55,574 94,715 　一般管理費 1,870 3,952
　政府その他出資金等 1,701 1,521 　　（公租公課を除いた一般管理費） 1,713 3,272
　業務収入 5,443 12,802 　　　　うち人件費（管理系） 887 1,477
　その他の収入 304 350 　　　　うち物件費（公租公課を除く） 826 1,795
　繰越金 431 524 　　　　うち公租公課 158 680
　受託収入 1,492 3,004 　業務経費 56,284 102,228
　事業費補助金 1,445 - 　　新技術創出研究関係経費費 29,452 55,432
　施設整備費補助金 661 - 　　企業化開発関係経費 9,515 14,771
　事業団補助金 24 - 　　科学技術情報流通関係経費 7,747 13,301

　　研究開発交流支援関係経費 4,183 8,322
　　科学技術理解増進関係経費 3,325 6,556
　　人件費（業務系） 2,063 3,847
　受託経費 1,492 2,941
　事業費補助金 1,524 -
　施設整備費 677 -
　事業団補助金 35 -

　計 67,075 112,917 　計 61,883 109,121

区分 15年度 16年度 区分 15年度 16年度
費用の部 47,540 96,284 収益の部 45,059 95,139
　経常費用 47,313 95,961   　運営費交付金収益 36,029 72,687
　　一般管理費 1,666 3,948 　　業務収入 3,604 8,216
　　事業費 41,135 78,295   　その他の収入 1,151 611
　　減価償却費 4,512 13,718   　受託収入 1,492 2,941
　財務費用 3 19     資産見返負債戻入 2,778 10,300
　臨時損失 223 304     臨時利益 5 385

純損失 2,481 1,145
目的積立金取崩額 - 0
総損失 2,481 1,145

区分 15年度 16年度 区分 15年度 16年度
資金支出 資金収入
　業務活動による支出 44,488 86,396 　業務活動による収入 66,215 119,214
　投資活動による支出 75,540 109,823 　　運営費交付金による収入 55,574 94,715
　財務活動による支出 19 283 　  前年度よりの繰越金 3,018 10,374
　翌年度への繰越金 10,374 569 　　受託収入 659 2,276

　　その他の収入 6,964 11,848
　投資活動による収入 62,507 76,358
　財務活動による収入 1,700 1,500

　計 130,421 197,071 　計 130,421 197,071
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【参考資料２】貸借対照表の経年比較（過去５年分を記載）

区分 15年度 16年度 区分 15年度 16年度
資産 負債
　流動資産 15,013 16,824 　流動負債 13,050 14,797
　固定資産 149,230 144,755 　固定負債 34,626 42,921

　負債合計 47,675 57,718
資本
　資本金 190,382 191,882
　資本剰余金 △ 4,778 △ 17,840
　繰越欠損金 △ 69,036 △ 70,181
　（うち当期未処理損失） （△2,481） （△1,145）

　資本合計 116,567 103,860
　資産合計 164,243 161,579 負債資本合計 164,243 161,579

【参考資料３】利益（又は損失）の処分についての経年比較（過去５年分を記載）
区分 15年度 16年度

Ⅰ　当期未処理損失 69,470 72,148
　当期総損失 2,914 2,678
　前期繰越欠損金 66,555 69,470

Ⅱ　利益処分額 434 1,533
　積立金 426 876
　独立行政法人通則法第４４条第３項により

7 657
　主務大臣の承認を受けた額
　　業務充実改善･施設改修等積立金 7 657
＊16年度は、申請額。

【参考資料４】人員の増減の経年比較 （単位：人）
職種 １５年度 １６年度

常勤職員（任期の定めのない職員） 478 467
任期付職員（直雇用） 2,346 2,410
　うち研究者等 1,963 1,964
　その他 383 446

※年度末時点
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